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室を設けると共に、広報のためのウェブサイトを立ち上げた。英語名称はAceh Project for the 
































































































  フェーズ1. 予備調査：必要とされる研修のアセスメント。複数回実施した。
  フェーズ2. 首都ジャカルタでの研修：緊急に必要とされるノウハウの伝達。
  フェーズ3. 現地バンダ・アチェでの研修：現地スタッフの訓練。







































































2） 緊急調査 2月6日～ 13日《文化財保護・芸術研究助成財団の助成》
 　引き続き、被災状況の調査のため、日本人の文書修復技術の専門家をジャカルタおよ
びアチェに派遣した。
















































































International Conference of Aceh and Indian Ocean Studies」に支援室からの報告を予定している。
また、このシンオポジウム開催にあわせて国立公文書館の修復専門家をアチェに派遣し、2006
アチェ文化財復興支援室の活動について（青山亨）
31
年におこなった招聘研修に参加した研修生の現地での活動上状況を評価することになっている。
専門家養成のプログラムはこれで一段落したと考えられる。さらに、2007年度以降には、外部
資金（トヨタ財団）を財源としてタノ・アベ・イスラーム寄宿塾所蔵の写本の調査とカタログ化に
取り組む予定であり、シンポジウムの参加を利用して現地で打ち合わせを行う予定である。
7. 支援室の活動の課題
　本報告の締めくくりとして、支援室のこれまでの活動を振り返って、支援のあり方の課題につ
いて総括しておきたい。
　C-DATSの史資料収集の基本的方針は非収奪型の資料収集と現地とのネットワーク構築であっ
た。この方針を受け継いだ形での史資料の修復・保存を考えるならば、当然そのめざすところは
修復・保存技術の現地化ということになろう。アチェの周辺的位置を考慮すれば、現地化はイン
ドネシアにおける技術の定着にとどまるのではなく、アチェという現場における技術の定着に
いたる必要がある。さらに、技術の一時的な伝達に終わるのではなく、現地で技術が継承発展さ
れる段階にまでいたることが望ましい。そのためには、アチェ人によるアチェ人スタッフの研修
ができる段階にまで、現地での指導的専門家を養成することが必要となる。2年間の支援室の活
動でこれらの目標がどれだけ達成できたかを十分に評価するにはまだ時間がかかると思われるが、
現時点でもまだ複数の課題が残されていることは指摘できる。
　第一に、アチェ人の指導的専門家を養成するための研修時間はまだまだ十分ではなく、また、
研修生の数もいまだ限られていることがあげられる。第二に、研修をおえて帰国してから、研修
で学んだ修復・保存の技術が活用するにしても、必要な資材の調達が現地では困難なことである。
たとえば、和紙は紙修復の基本的資材であるが、アチェで調達することは簡単なことではない。
資材調達の方法の確保や、現地資材による代替技術の開発などがこれからの課題となるであろう。
第三に、研修において使われた教材・資料の多くが日本語や英語で書かれていることも、技術の
普及にとって障害となった。今回、多くの資料をインドネシア語化して配布したことは一つの前
進であるが、より体系的に進めていくことも必要と思われる。
　支援室の活動のもう一つの目標である史資料の調査と目録化については、ようやくその端緒に
ついたと言ってよい。アリ・ハシミ教育財団図書館所蔵の史資料についてはカタログ化が完了し
つつあるが、タノ・アベ・イスラーム寄宿塾図書館所蔵の史資料や民間所蔵の写本については予
備調査を終えた段階であり、これからも継続的な調査・研究をおこなう必要がある。タノ・ア
ベ・イスラーム寄宿塾図書館所蔵史資料の調査とカタログ化については、2006年の11月からは
外部資金（トヨタ財団）の導入が決定し、2007年から本格的な調査に取りかかる予定である。
　活動実績の報告でもわかるように、史資料の修復・保存事業の活動にとって最大の課題は、実
は外部資金の確保と外部諸機関との連携の問題である。C-DATSの事業を背景として誕生した本
支援室であるが、実際の事業の実施にあたっては、文化財保護・芸術研究助成財団、文化庁、ト
ヨタ財団の資金的援助ならびに、東京文化財研究所や国立公文書館を初めとする日本の専門機関
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の技術的支援が不可欠であった。今後も、アチェの史資料の修復・保存はこのような連携によっ
てのみ可能であろうし、支援室の存在意義も連携のハブとしての機能にあるといってよいであろ
う。
しかしながら、本学の組織として指摘しておきたいことは、支援室が行ってきた活動が可能で
あった最大の理由は、C-DATSの活動を通じて本学とインドネシア側との間で深い信頼関係が築
かれていたことである。その意味で、本支援室は、アチェの史資料の修復・保存の活動において、
他の機関に代えることができない、貴重な貢献を行ったと言って過言ではない。この点をあらた
めて確認することで本報告の締めくくりとしたい。
